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❺ 参考資料 

① 総事業費(決算見込)内訳 ※R06.02.26-27現在 

▶整備事業費「年度別・歳出項目別」内訳 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

▶文化的施設整備事業／年度別事業費及び財源内訳 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

 

② 住民投票(条例)について 

▶住民投票を検討するにあたって（課題等の整理）・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

 

③ 四万十町例規集（抜粋） 

▶町まちづくり基本条例（抜粋）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

▶町議会基本条例（抜粋）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９ 

▶町立図書館設置条例（抜粋）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

▶町立美術館条例（抜粋）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

 

④ 計 画・設 計 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 別 冊 

▶基本構想 

▶基本計画（概要版） 

▶基本計画 

▶サービス計画 

▶実施設計（完成予想図） 
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(112,340)

［内訳］R03現年度の決算分 25,234
R04への逓次繰越分 87,106

(17,177) (2,099,132) (5,022) (2,233,671)

3,780

68,958 55,498 0 211,580

0

3,183(R04繰)
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①取得用地整備設計
委託料 484千円

②旧役場本庁舎跡地
排水路整備工事費

2,069千円
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※図書システム備品
購入 914千円含む

(14,456) (0)

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

(143,973)

0

0

0

0

0

0

0

286

0

0

2,553

8,914

6,963

1,716

R06.02.26作成

令和５年度
３月補正予算用



R06.02.27 文化的施設整備推進室

単位： 円

会計

年度 逓 次 繰 越 明 許 繰 越

H29 H29現年 307,000 241,590 65,410 

合 併

過 疎

307,000 241,590 65,410 

H30 H30現年 6,666,000 1,294,487 5,314,000 57,513 

合 併

過 疎

700,000 700,000 

5,966,000 594,487 5,314,000 57,513 

R01 H30明許 5,314,000 5,314,000 

合 併

過 疎

5,314,000 5,314,000 

R01現年 30,756,000 6,445,267 23,784,000 526,733 

合 併

過 疎

3,300,000 3,300,000 

27,456,000 3,145,267 23,784,000 526,733 

計 36,070,000 11,759,267 23,784,000 526,733 

合 併

過 疎

3,300,000 3,300,000 

32,770,000 8,459,267 23,784,000 526,733 

R02 R01明許 23,784,000 21,208,000 2,576,000 

合 併

過 疎

23,784,000 21,208,000 2,576,000 

R02現年 14,129,000 13,986,086 142,914 

合 併

過 疎

13,800,000 12,900,000 900,000 

329,000 1,086,086 ▲ 757,086 

計 37,913,000 35,194,086 2,718,914 

合 併

過 疎

13,800,000 12,900,000 900,000 

24,113,000 22,294,086 1,818,914 一 般 財 源

町 債

一 般 財 源

事 業 費

町 債

基 金繰 入金

事 業 費

町 債

基 金繰 入金

一 般 財 源

事 業 費

一 般 財 源

事 業 費

町 債

基 金繰 入金

一 般 財 源

文化的施設整備事業／年度別事業費及び財源内訳

町 債

基 金繰 入金

一 般 財 源

事 業 費

最終予算額 支出済額現繰区分

基 金繰 入金

町 債

基 金繰 入金

翌 年 度 繰 越 額
不 用 額

事 業 費 及 び

財 源 内 訳

町 債

基 金繰 入金

事 業 費

一 般 財 源

事 業 費

基 金繰 入金

一 般 財 源

事 業 費

町 債

－ 3 －



R06.02.27 文化的施設整備推進室

単位： 円

会計

年度 逓 次 繰 越 明 許 繰 越

文化的施設整備事業／年度別事業費及び財源内訳

最終予算額 支出済額現繰区分
翌 年 度 繰 越 額

不 用 額
事 業 費 及 び

財 源 内 訳

R03 R03現年 125,998,000 38,634,174 87,106,000 257,826 

104,900,000 23,900,000 80,200,000 800,000 

合 併 104,900,000 23,900,000 80,200,000 800,000 

過 疎

14,000,000 9,800,000 4,200,000 

7,098,000 4,934,174 2,706,000 ▲ 542,174 

R04 R03逓次 87,106,000 56,173,900 30,932,000 100 

80,200,000 52,400,000 27,800,000 

合 併 80,200,000 52,400,000 27,800,000 

過 疎

4,200,000 2,200,000 2,000,000 

2,706,000 1,573,900 1,132,000 100 

R04現年 28,264,000 12,784,452 13,397,000 2,080,000 2,548 

16,600,000 3,628,000 12,972,000 

合 併 8,800,000 1,900,000 6,900,000 

過 疎 7,800,000 1,728,000 6,072,000 

5,400,000 3,000,000 1,900,000 500,000 

6,264,000 6,156,452 425,000 180,000 ▲ 497,452 

計 115,370,000 68,958,352 44,329,000 2,080,000 2,648 

96,800,000 56,028,000 40,772,000 

合 併 89,000,000 54,300,000 34,700,000 

過 疎 7,800,000 1,728,000 6,072,000 

9,600,000 5,200,000 2,000,000 1,900,000 500,000 

8,970,000 7,730,352 1,557,000 180,000 ▲ 497,352 

R05 R04逓次 44,329,000 35,132,441 0 0 9,196,559 

(R3+R4) 40,772,000 32,872,000 7,900,000 

合 併 34,700,000 30,500,000 4,200,000 

過 疎 6,072,000 2,372,000 3,700,000 

2,000,000 1,300,000 700,000 

1,557,000 960,441 596,559 

R04明許 2,080,000 544,203 1,535,797 

合 併

過 疎

1,900,000 500,000 1,400,000 

180,000 44,203 135,797 

R05現年 20,048,000 19,820,463 0 0 227,537 

合 併

過 疎

8,000,000 8,000,000 

12,048,000 11,820,463 227,537 

計 66,457,000 55,497,107 0 0 10,959,893 

(決算見込) 40,772,000 32,872,000 7,900,000 

合 併 34,700,000 30,500,000 4,200,000 

過 疎 6,072,000 2,372,000 3,700,000 

11,900,000 9,800,000 2,100,000 

13,785,000 12,825,107 959,893 

一 般 財 源

事 業 費

町 債

基 金繰 入金

一 般 財 源

事 業 費

基 金繰 入金

一 般 財 源

事 業 費

町 債

基 金繰 入金

町 債

基 金繰 入金

一 般 財 源

事 業 費

町 債

基 金繰 入金

一 般 財 源

事 業 費

町 債

基 金繰 入金

一 般 財 源

事 業 費

町 債

事 業 費

町 債

基 金繰 入金

一 般 財 源

一 般 財 源

町 債

基 金繰 入金

事 業 費

R04逓次繰越時の
既収入特財(過疎
債)72千円を含む

R04繰越明許費の執行残に
伴い既収入特財(基金繰入
金)に充当残が発生→R06
補正で積立(基金に積戻)

R03逓次繰越分の執行残に
伴い既収入特財(基金繰入
金)に充当残が発生→R06
補正で積立(基金に積戻)

－ 4 －



R06.02.27 文化的施設整備推進室

単位： 円

会計

年度 逓 次 繰 越 明 許 繰 越

文化的施設整備事業／年度別事業費及び財源内訳

最終予算額 支出済額現繰区分
翌 年 度 繰 越 額

不 用 額
事 業 費 及 び

財 源 内 訳

388,781,000 211,579,063 131,435,000 31,178,000 14,588,937 

242,472,000 112,800,000 120,972,000 8,700,000 

合 併
228,600,000 108,700,000 114,900,000 5,000,000 

過 疎
13,872,000 4,100,000 6,072,000 3,700,000 

53,300,000 41,700,000 6,200,000 1,900,000 3,500,000 

93,009,000 57,079,063 4,263,000 29,278,000 2,388,937 

↑

＊町債(目的別)及び基金繰入金(基金別)の決算額（H30～R05計）は財政班に確認済

【まとめ】

❶ H29～R05までの支出総額は約２億1,158万円　【注】正職員に係る人件費を除く

❷ 支出総額の財源内訳は…

(1) 町  債　 １億1,280万円（うち、合併特例債１億870万円 ＋ 過疎対策事業債410万円）

(2) 基金繰入金　4,170万円（うち、施設等整備基金480万円 ＋ 過疎地域持続的発展特別事業基金800万円

　　　　　　　　　　　　　　   ＋ 新しいまちづくり基金2,890万円）

(3) 差引一般財源5,708万円

❸ 支出総額に対する交付税算入を除いた「町の実質的な負担額」は…　※町債に対する利子相当額を除く

上記(1)×30％ ＋ 上記(2) ＋ 上記(3)  ＝  (1)3,384万円 ＋ (2)4,170万円 ＋ (3)5,708万円 ＝ 約１億3,262万円

❹ ただし、事業の中止に伴う財政的な影響として…

(1) 町債借入（元金＋利子）の「繰上償還」が見込まれる ➡ 令和6年度補正予算で計上予定

(2) 町債借入に対する交付税算入（R5までの利子償還額×70％）分の返還※が見込まれる

　  ※次回交付税検査における次年度交付分との精算

❺ このため、最終的には最大で、支出総額２億1,158万円に町債の利子相当分を加算した金額が全て「町の実

質的な負担」となる可能性がある　※今後、県や国(財務省)・金融機関等と要協議・調整

<参考> 事業中止に伴う負担増 ＝ ❺－❸ ＝ 約7,896千円（＝町債借入額×70％相当額）※利子相当額を除く

▶ 青 字 ＝ 他セルを参照または関数あり

［注1]「現繰区分」欄の「逓次」又は「明許」繰越において、各特定財源（町債 or 基金繰入金）欄には、前年度からの既収入

　　　  特定財源を含めているため、町債などで10万円未満の端数が生じたり、当該決算年度における実際の町債借入額や基金

　　　  繰入金と異なっている場合がある。※財源としての集計を優先するため

［注2]  H29～H30の予算額は、教育費「10-04-04 図書館・美術館費」内に他の予算と合算して計上されており、個別の最終予

　　　  算額が確認できない（当時の計上内訳が不明で切り分けが出来ない）ため、事務費については決算額から千円未満を切

　　　  り上げた額を最終予算額として計上 → 実際の不用額も不明だが、合計で100千円を超えない範囲と推測される。

［注3]  R04～05は、教育費／10-04-04 図書館・美術館費のうち、館長（兼室長）に係る人件費（報酬＋手当）を合算

　　　  ※R03は、02-01-10 文化的施設整備事業費として集計済

以　上

事 業 費

町 債

基 金繰 入金

一 般 財 源

計

－ 5 －



【参考資料】住民投票を検討するにあたって（課題等の整理）

住民投票の実施にあたっては、主に次の方法や課題等が考えられる

❶直接請求(地方自治法)に基づく住民投票

❷町 長（又は議 員）提案による住民投票

① 政治的な判断

②事務的な課題

議 論（＝協議時間）を大事にするのか？

(1)「合併特例債」の活用（＝現計画及び設計での整備）を断念した上で進める場合

※美術館機能等を含む現計画及び設計で事業を進めるためには「合併特例債の活用が必須」と
なるため、合併特例債の活用が可能なスケジュールで住民投票を実施しない場合は、必然的
に現計画及び設計の見直しが必要

財 源（＝スピード）を優先するのか？

(2) 美術館機能を含む複合施設として「合併特例債の活用」を前提に進める場合

※現計画及び設計での整備（＝投票の結果、仮に“現計画及び設計で実施する”となった場合に、
実際に整備可能なスケジュール）を想定して住民投票を実施しようとする場合

次ページ参照

R06.02.15
文化的施設整備推進室

必要な手続き・手順や期間、求められ
る要件、判断材料(課題)などが異なる

－
 6

 
－



R06.02.15 文化的施設整備推進室

令和６年度 令和８年度令和７年度令和５年度

R8年3月R6年1月 (２年３カ月 )

仮に… 美術館機能を含む複合施設として「合併特例債の活用」を前提に進める場合 【注】合併特例債の発
行期限＝令和７年度
末までに施設が完成
することが前提条件

４
月

開
館
準
備
・
落
成
式

検
査
・
手
直
し

工
事
予
備
期
間

(最短14カ月 )

【注１】建築主体・電気設備・機械設備の各工事がいずれも
落札されたのち、３つの工事が同時に着工され、か
つ、付帯工事等も含め工事期間中のトラブル等もな
く順調に進んだ場合の工期

【注２】本体建築工事とは別に、本体建築工事の工期中に発
注し、契約議案の審議を経て、製造・設置（施設本
体に固定）する起債対象経費の備品類等を含む

10 

月

起
工
式→

 

工
事
着
工

９
月

請
負
契
約
議
案
審
議

８
月

入
札
・
仮
契
約

７
月

入
札
公
告

６
月

設
計
単
価
更
正
完
了

３
月

Ｒ
６
設
計
・
工
事
予
算
の
可
決

４
月

設
計
単
価
更
正
委
託
契
約

６
月

指
名
審
査
会
開
催
等

３
月

Ｒ
５
補
正
予
算
・
継
続
費
変
更
の
審
議

２
月

投
票
結
果(

＝
事
業
の
方
向
性)

の
確
認

１
月

住
民
投
票
条
例
案
の
作
成
着
手

議
案
審
議
や
準
備
が
間
に
合
う
の
か
？

11 

月

施
設
完
成

12 

月

施
設
本
体
の
引
き
渡
し

合併特例債の発行期限(＝借入手続)から逆算すると、このタイミングでの投票結果(＝判断)が求められる

令和５年度発注分が契約無効又は不落となっているため、設計そのものをどこまで見直すのか要検討
設計の大幅な見直しがない前提での予算措置や委託契約であり、仮に施設規模の見直しを含む設計の
大幅な変更が必要となった場合は、建築確認申請といった諸手続きのやり直しだけでなく、設計条件
そのもの（施設の仕様等）の再検討や設計者の再選定等が必要となり、短期間では対応不可

２
月

起
債(

過
疎
債)

借
入
手
続

投票条例案の作成 意見公募手続 条例議案審議 投票周知・準備 投票実施・判断 予算審議

❶条例内容(選択肢や投票率等)の協議・調整
❷意見公募手続や議案審議用の説明資料作成

❸公聴会３カ所の開催（検討）
❹町民意識調査の実施（検討）
❺広報紙やCATVの準備（１カ月前）
❻意見公募手続の事前周知（広報紙等）
❼意見公募手続の実施（３週間以上）
❽提出意見の反映 条例内容の修正等
❾提出意見の考慮過程の公表
➓条例案の決定及び公表

この間に必要な事務

⓫議案及び関連予算準備
⓬臨時議会等の招集

⓭投票事務及び立会人等の準備
⓮投票に必要な資料の作成

（選択肢別のﾒﾘｯﾄ・ﾃﾞﾒﾘｯﾄ等）
⓯投票に必要な情報の提供・啓発等

（広報紙、CATV番組制作等）

⓰投・開票事務
⓱投票結果（＝事業の方向性）の確認

⓲R5・R6関連予算の準備
⓳継続費補正等審議（R5）
⓴設計委託・工事費等の予

算準備 議会審議（R6）

町意見公募手続条例参照

１
月

備
品
類
等
の
搬
入
・
設
置

３
月

備
品
類
等
の
設
置
及
び
引
越
し
作
業
完
了

５
月

開

館(

予
定)

仮に…町長が「住民投票」を提案する場合の事務作業及び想定スケジュール

政治的判断に加え
事 務 的 に も

対応不可

【 結 論】

令和６年１月から準備を
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【参考資料】四万十町例規集（抜粋） 

R05.10.11 文化的施設整備推進室 

 

 

▶四万十町まちづくり基本条例（抜粋）… 四万十町の最高規範（≒四万十町の憲法） 

（目的） 

第１条 この条例は、四万十町の自治の基本理念と仕組みを明らかにすることにより、町民によるまちづくり

の一層の推進を図り、町民が主体となった協働による自治を実現することを目的とします。 

（条例の位置付け） 

第３条 この条例は、四万十町の自治及び町政に関する基本的な原則を定めた最高規範であり、町民、議会及

び町長等は、この条例を遵守しなければなりません。 

２ 議会及び町長等は、他の条例、規則等の制定、改正及び廃止にあたっては、この条例の趣旨を尊重し、こ

の条例との整合を図らなければなりません。 

（情報公開） 

第５条 議会及び町長等は、町民の知る権利を保障し、町政における公正の確保と透明性の向上を推進するた

めに、保有する情報を公開し、提供しなければなりません。 

２ 〔略〕 

３ 議会及び町長等は、町政に関する情報を正確かつ適正に収集し、これを提供できるよう統一された基準に

より整理し、保存しなければなりません。 

（情報共有） 

第６条 町民、議会及び町長等が保有するまちづくりに関する情報は、共有の財産であり、情報を相互に提供

し合い、共有しなければなりません。 

２ 議会及び町長等は、町民との対話に努めなければなりません。 

３ 〔略〕 

（町民参画） 

第７条 議会及び町長等は、まちづくりへの町民参画の機会を保障しなければなりません。 

２ 議会及び町長等は、町民参画に関する制度を整備し、町民が参画しやすい環境を整えなければなりません。 

３ 議会及び町長等は、町民が参画したまちづくりに関する会議等での議論を尊重し、まちづくりを進めなけ

ればなりません。 

第５章 町民のための議会 

（議会の役割） 

第 12 条 議会は、町民の意思を的確に反映させるため、町長との適切な緊張関係及び健全な協力関係をもっ

て、議会の役割を果たすものとします。 

２ 議会は、地方自治法に定める議会の権限を最大限に行使し、住民福祉の向上に努めるものとします。 

（町民に開かれた議会） 

第 13 条 議会は、町民に開かれた運営を行うよう努めるものとします。 

２ 議会は、多様な方法で町民の問題意識を把握するよう努め、政策の立案に反映させるものとします。 

（議会の政策立案機能の充実） 

第 14 条 議会は、政策立案機能の充実を図り、立法活動、調査活動等を積極的に行います。 

（議会基本条例） 
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第 15 条 議会は、この条例に定める原則に基づき別に議会基本条例を制定し、議会に関する制度と運営の仕

組みを総合的、かつ体系的に整備しなければなりません。 

 

 

▶四万十町議会基本条例（抜粋） 

（目的） 

第１条 この条例は、二元代表制と分権時代を踏まえ、住民自治の視点から、町民に身近な町政としての議会

及び議員活動に必要な、議会運営の基本事項を定めることにより、町政の情報公開と町民参加を基本とした

町民協働によるまちづくりに寄与することを目的とする。 

（議会の活動原則） 

第２条 議会は、次に掲げる原則に基づき活動しなければならない。 

(１) 公正性、透明性及び信頼性を確保し、町民に開かれた議会を目指すこと。 

(２) 町民の多様な意見を把握し、政策形成にあたり適切に反映できるよう、町民参加の機会拡充に努める

こと。 

(３) 把握した町民の多様な意見をもとに政策提言、政策立案の強化に努めること。 

(４) 町民本位の立場から、適正な町政の運営が行われているかを監視し、評価すること。 

(５) 議会運営は、町民の傍聴の意欲が高まるよう、分かりやすい視点、方法等で行うこと。 

（議員の活動原則） 

第３条 議員は、次に掲げる原則に基づき活動しなければならない。 

(１) 議会が言論の府であること、及び合議制の機関であることを認識し、議員間の自由な討議を重んじる

こと。 

(２) 町政の課題全般について町民の意見を的確に把握するとともに、自己の資質を高める不断の研さんに

よって、町民の信託に応える活動をすること。 

(３) 議会の構成員として、特定の地域、団体及び個人の代表にとどまらず、町民全体の福祉の向上を目指

して活動すること。 

第３章 町民と議会の関係 

（町民と議会の関係） 

第５条 議会は、ケーブルテレビ、インターネット、議会広報、議会報告会、議会図書室等の多様な媒体を用

いて、町民に対し積極的にその有する情報を発信し、情報の共有を推進するとともに、説明責任を十分に果

たさなければならない。 

２ 議会は、本会議、常任委員会のほか、すべての会議を原則公開とし、あらかじめ町民に周知しなければな

らない。この場合において、会議を秘密会にするときは、別に定める秘密会の基準によりその旨の理由を付

さなければならない。 

３ 議会は、地方自治法第 100 条の２に規定する学識経験者等による専門的調査の活用並びに同法第 109 条

第５項に規定する公聴会制度及び同条第６項に規定する参考人制度を活用して、町民等の専門的又は政策的

識見等を議会の討議に反映するものとする。 

４ 議会は、請願及び陳情を町民による政策提言と位置づけるとともに、その審議においてはこれらの提案者

の説明を聴く機会を設けるものとする。 

５ 議会は、町民、町民団体、ＮＰＯ等との意見交換の場を多様に設けて、議会及び議員の政策能力を強化す

るとともに、政策提案の拡大を図るものとする。 

６ 議会は、重要な議案に対する各議員の態度を議会広報で公表する等、議員活動に対して町民の評価が的確
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になされるよう情報の提供に努めるものとする。 

７ 議会は、議決事項及び議会の運営について町民へ説明する責務を有する。 

（議会報告会） 

第６条 議会は、町政全般の諸課題に柔軟に対処するため、町民と自由に意見を交換する議会報告会を行うも

のとする。 

（政策討論会） 

第 15 条 議会は、町政に関する重要な政策及び課題に対して、議会としての共通認識の醸成を図り、合意形

成を得るための政策討論会を開催する。 

（議会図書室の設置・充実・公開） 

第 19 条 議会図書室は、議員のみならず、誰もがこれを利用できるものとする。 

２ 議会は、議員の政策形成及び立案能力の向上を図るほか、議員の調査研究の成果及び議会の活動により発

生する資料等を整理し、町民が活用できるよう議会図書室の充実に努めるものとする。 

 

 

 

 

▶四万十町立図書館設置条例（抜粋） 

（図書館協議会） 

第７条 法第 14条第１項の規定に基づき、図書館に、図書館協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

２ 協議会の委員（以下「委員」という。）は、次に掲げる者のうちから、委員会が任命する。 

(１) 学校教育及び社会教育の関係者 

(２) 家庭教育の向上に資する活動を行う者 

(３) 学識経験のある者 

３ 委員の定数は、５人以内とする。 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 協議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

６ 会長は会務を総理し、副会長は会長を補佐するとともに会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

７ 委員が職務を行うために要する費用弁償については、別に定める。 

 

 

▶四万十町立美術館条例（抜粋） 

（管理運営） 

第３条 美術館は、常に良好な状態において管理し、その設置目的に従い、健全かつ効率的に運営しなければ

ならない。 

（運営審議会） 

第 22 条 美術館の運営に必要な事項を審議するため、四万十町立美術館運営審議会（以下「運営審議会」と

いう。）を置く。 

２ 運営審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

▶図書館法（抜粋） 
（図書館協議会） 
第 14 条 公立図書館に図書館協議会を置くことが
できる。 

２ 図書館協議会は、図書館の運営に関し館長の諮
問に応ずるとともに、図書館の行う図書館奉仕に
つき、館長に対して意見を述べる機関とする。 
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